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はじめに 

 

 

新型コロナウイルス感染症については、令和 2 年 4 月に緊急事態宣言が発令されて以降、国の

臨時交付金等を活用しながら、これまで 10 次にわたる約 55 億円の交付金を活用した約 62 億円

の市独自支援策を実施してきているところです。 

 

本資料では、令和 4 年度に実施した第 7 次から第 9 次まで、約 15 億円の交付金を活用した約

17 億円の市独自支援策の実績を報告するものです。 

 

 

 

令和 4 年度 市独自支援策（第 7 次～第 9 次） 

 

 事業一覧 決算見込額 うち臨時交付金 

（7次） 

 

（8次） 

（9次） 

①お買い物割引チケット事業（第 3 弾） 

②学校園での PCR 検査の実施 

①お買い物割引チケット事業（第 4 弾） 

①お買い物割引チケット事業（第 5 弾） 

②貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対策支援事業 

③民間保育所等物価高騰対策支援事業 

④介護等福祉施設物価高騰対策支援事業 

798,778 千円 

1,299 千円 

572,843 千円 

285,791 千円 

9,077 千円 

11,600 千円 

55,650 千円 

760,369 千円 

0 千円 

486,240 千円 

232,745 千円 

7,396 千円 

9,452 千円 

45,346 千円 

  1,735,038千円 1,541,548 千円 

※（7 次）②学校園でのＰＣＲ検査の実施については、ふるさと元気寄附を活用 

 

 

 

（参考）令和 5 年度 市独自支援策（第 10 次） 

 

 事業一覧 予算額 うち臨時交付金 

（10 次） ①お買い物割引チケット事業（第 6 弾） 

②物価高騰重点支援給付金事業 

507,824 千円 

842,496 千円 

466,356 千円 

842,481 千円 

  1,350,320千円 1,308,837 千円 



 

新型コロナウイルス感染症対応 市独自支援策 目次 

 

 

■第 7 次支援策（令和 4 年 3 月 25 日開催 第 1 回定例会） 

① お買い物割引チケット事業（第 3 弾） 

 

② 学校園でのＰＣＲ検査の実施 

 

 

■第 8 次支援策（令和 4 年 6 月 30 日開催 第 2 回定例会） 

① お買い物割引チケット事業（第 4 弾） 

 

■第 9 次支援策（令和 4 年 10 月 27 日開催 第 2 回臨時会） 

① お買い物割引チケット事業（第 5 弾） 

② 貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対策支援事業 

③ 民間保育所等物価高騰対策支援事業 

④ 介護等福祉施設物価高騰対策支援事業 

 

 

 

■事業評価（分野別） 

 

■事業費総額と財源内訳 

 

■参考資料 

（アンケート調査） 

（第 10 次支援策） 

（第 1 次から第 10 次支援策の事業費） 

（その他） 

  

【産業振興室】 

【市民室】 

【学校園管理室】 

【こども未来室】 

 

 

【産業振興室】 

 

 

【産業振興室】 

【産業振興室】 

【こども未来室】 

【高齢介護室】 

【障がい福祉課】 

【子育て支援室】 
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■第 7 次支援策 

取組名称 

 

①お買い物割引チケット事業（第 3 弾）           

 

所管課 

 

環境産業部 産業振興室 

市民生活部 市民室 

 

事業目的 

・市民への生活支援 

・市内店舗等での消費喚起 

・マイナンバーカードの普及促進 

事業内容 

 

【対象者】全市民（令和 4 年 5 月 31 日現在の住民基本台帳に登録） 

 

・市内店舗等（約 700 店舗）で使用できる割引チケット（1 人当たり

2,500 円分）を配布 

・マイナンバーカード所有者又は令和 5 年 2 月 28 日までのマイナン

バーカード取得者には割引チケット（1 人あたり 2,500 円分）を加

算配布 

・1,000 円毎に 500 円分の割引チケットの使用が可能 

・令和 4 年 6 月 29 日に郵送、使用期間は令和 4 年 7 月 1 日から令

和 5 年 2 月 28 日まで 

 

実 績 

・お買い物割引チケット換金負担金（全市民分） 

447,797 千円（使用率 96.8％） 

・お買い物割引チケット換金負担金（マイナンバーカード加算分） 

294,289 千円（使用率 97.9％） 

・お買い物割引チケット事務委託料 

56,428 千円 

・その他事務経費 

264 千円(システム構築費) 

 

予算額 828,125 千円 

決算見込額 798,778 千円 

（うち臨時交付金） 760,369 千円 

（うち一般財源） 38,409 千円 
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取組名称 

 

②学校園での PCR 検査の実施 

 

所管課 

 

教育・こども部 学校園管理室 

教育・こども部 こども未来室 

 

事業目的 

 

・感染拡大の防止 

・感染不安の解消 

 

事業内容 

 

【対象者】小学校、中学校、幼稚園、保育所等の児童・生徒・教員等 

 

・感染者確認に伴う臨時休業が発生した際に、任意の PCR 検査を実施 

・令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月 31 日までの検査が対象 

 

実 績 

 

・PCR 検査委託料(小学校・中学校・幼稚園・保育所) 

1,299 千円（156 件） 

・PCR 検査費用補助金(民間保育所等) 

0 千円（実績無しのため） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算額 50,400 千円 

決算見込額  1,299 千円 

（うちふるさと元気寄附） 1,000 千円 

（うち一般財源） 299 千円 
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■第 8 次支援策 

取組名称 

 

①お買い物割引チケット事業（第 4 弾）           

 

所管課 

 

環境産業部 産業振興室 

 

事業目的 

 

・市民への生活支援 

・市内店舗等での消費喚起 

 

事業内容 

 

【対象者】全市民（令和 4 年 7 月 31 日現在の住民基本台帳に登録） 

 

・市内店舗等（約 700 店舗）で使用できる割引チケット（1 人当たり

3,000 円分）を配布 

・1,000 円毎に 500 円分の割引チケットの使用が可能 

・令和 4 年 9 月 8 日に郵送、使用期間はチケット到着日から令和 5

年 2 月 28 日まで 

 

実 績 

 

・お買い物割引チケット換金負担金 

538,025 千円（使用率 96.9％） 

・お買い物割引チケット事務委託料 

34,818 千円 

 

 

 

 

 

 

 

予算額 580,300 千円 

決算見込額 572,843 千円 

（うち臨時交付金） 486,240 千円 

（うち一般財源） 86,603 千円 
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■第 9 次支援策 

取組名称 

 

①お買い物割引チケット事業（第 5 弾）           

 

所管課 

 

環境産業部 産業振興室 

 

事業目的 

 

・市民への生活支援 

・市内店舗等での消費喚起 

 

事業内容 

 

【対象者】全市民（令和 4 年 10 月 31 日現在の住民基本台帳に登録） 

 

・市内店舗等（約 700 店舗）で使用できる割引チケット（1 人当たり

1,500 円分）を配布 

・1,000 円毎に 500 円分の割引チケットの使用が可能 

・令和 4 年 12 月 7 日に郵送、使用期間はチケット到着日から令和 5

年 2 月 28 日まで 

 

実 績 

 

・お買い物割引チケット換金負担金 

262,446 千円（使用率 94.6％） 

・お買い物割引チケット事務委託料 

23,345 千円 

 

 

 

 

 

 

 

予算額 304,000 千円 

決算見込額 285,791 千円 

（うち臨時交付金） 232,745 千円 

（うち一般財源） 53,046 千円 
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取組名称 

 

②貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対策支援事業 

 

所管課 

 

環境産業部 産業振興室 

 

事業目的 

 

・燃料価格高騰が経営状況に与える影響を緩和 

 

事業内容 

 

【対象者】市内貨物自動車運送事業者（資本金又は出資の総額が 10

億円未満の中小法人、又は従業員 2,000 人以下の個人事業主に限る） 

 

・（一社）大阪府トラック協会を通じて、車両 1 台あたり 5,000 円を

支援 

・（一社）大阪府トラック協会に対する人件費等の事務費（実費精算） 

・令和 4 年 10 月 31 日及び申請時点において、一般（特定）貨物自

動車運送事業の許可を得て、和泉市内の営業所に登録されている車

両が対象 

・令和 4 年 11 月 28 日から申請受付、令和 5 年 1 月 31 日に受付終 

了 

 

実 績 

 

・貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対策支援金（車両分） 

8,395 千円（5,000 円×1,679 台） 

・貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対策支援金（事務費分） 

682 千円 

 

 

 

 

予算額 13,200 千円 

決算見込額  9,077 千円 

（うち臨時交付金） 7,396 千円 

（うち一般財源） 1,681 千円 
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取組名称 

 

③民間保育所等物価高騰対策支援事業 

 

所管課 

 

教育・こども部 こども未来室 

 

事業目的 

 

・物価高騰禍における民間保育所等の支援 

・安定的な市民サービスの確保 

・保護者の費用負担増の抑制 

 

事業内容 

 

【対象者】市内民間保育所等 

 

・施設の規模に応じて、1 施設あたり 50,000 円から 500,000 円を

支援 

・令和 4 年 10 月 11 日から申請受付、令和 5 年 1 月 31 日に受付終

了 

 

 

 

実 績 

 

・民間保育所等物価高騰対策支援金 

10,250 千円（41 施設） 

・私立幼稚園物価高騰対策支援金 

1,350 千円（4 施設） 

 

 

 

 

 

予算額 12,000 千円 

決算見込額  11,600 千円 

（うち臨時交付金） 9,452 千円 

（うち一般財源） 2,148 千円 
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取組名称 

 

④介護等福祉施設物価高騰対策支援事業 

 

所管課 

 

福祉部 高齢介護室 

福祉部 障がい福祉課 

子育て健康部 子育て支援室 

 

事業目的 

 

・物価高騰禍における福祉施設の支援 

・安定的な市民サービスの確保 

・利用者の費用負担増の抑制 

 

事業内容 

 

【対象者】市内福祉施設 

 

・事業種別に応じて、1 施設（事業所）あたり 50,000 円から 300,000

円を支援 

・令和 4 年 11 月中旬から申請受付、令和 5 年 1 月 31 日に受付終了 

- 

 

実 績 

 

・介護施設等物価高騰対策支援金 

33,300 千円（332 事業所） 

・障がい者施設物価高騰対策支援金 

20,050 千円（153 事業所） 

・児童養護施設物価高騰対策支援金 

600 千円（2 施設） 

・障がい児施設物価高騰対策支援金 

1,700 千円（33 事業所） 

 

予算額 62,000 千円 

決算見込額  55,650 千円 

（うち臨時交付金） 45,346 千円 

（うち一般財源） 10,304 千円 
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■事業評価（分野別） 

 

 

１．全市民を対象とした経済的支援 

 

事業一覧 決算見込額 うち臨時交付金 

（7 次） 

（8 次） 

（9 次） 

①お買い物割引チケット事業（第 3 弾） 

①お買い物割引チケット事業（第 4 弾） 

①お買い物割引チケット事業（第 5 弾） 

798,778 千円 

572,843 千円 

285,791 千円 

760,369 千円 

486,240 千円 

232,745 千円 

  1,657,412千円 1,479,354 千円 

  

＜市民の声・反応＞ 

 

【お買い物割引チケット事業】 

・今年もチケットを配ってもらい、とても助かる。 

・毎年、楽しみにしている。 

・また実施してほしい。 

・マイナンバーカードを作る良い機会になった。 

・家計が助かり嬉しい。 

 

＜評価・効果等＞ 

 

令和２年度及び令和３年度に実施した同事業により使用方法等が周知できていたこ

とに加え、チケットを使用できる店舗が約７００店舗もあるので、チケットの使用率は

非常に高い水準を維持し、市内消費の喚起及び商業活性化に繋がった。 

加えて、マイナンバーカードの普及促進にも効果があり、本事業を開始した令和 4

年 6 月から本事業終了の令和５年２月末の期間にかけて、マイナンバーカードの交付

率が 44.5％から 67.1％へと向上した。（参考：令和 4 年度末 69.8％） 

また、令和５年１月から２月にかけて実施した市民アンケートの結果からも効果的な

事業として 9 割近くの市民から好評を得ているように、市民への生活支援としても非

常に効果的な施策であった。 
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2．事業者を対象とした経済的支援 

 

事業一覧 決算見込額 うち臨時交付金 

（9 次） 

 

 

②貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対

策支援事業 

③民間保育所等物価高騰対策支援事業 

④介護等福祉施設物価高騰対策支援事業 

9,077 千円 

 

11,600 千円 

55,650 千円 

7,396 千円 

 

9,452 千円 

45,346 千円 

  76,327 千円 62,194 千円 

 

＜市民の声・反応＞ 

 

【貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対策支援事業】 

・少額ではあるが、有難い。 

 

【民間保育所等物価高騰対策支援事業】 

 ・物価が高騰している中の支援で、有難かったという声があった。 

 

【介護等福祉施設物価高騰対策支援事業】 

 ・有難いとの声が多かった。 

・助かりました等の御礼の声があった。 

・光熱費や日用品が値上がりしている中で、助けになった。 

 

＜評価・効果等＞ 

 

 「貨物自動車運送事業者燃料価格高騰対策支援事業」については、燃料費の高騰が経

営に直接影響する状況の中、市内貨物自動車運送事業者への経済的な支援が達成された。 

 

福祉施設（事業所）を対象とする「民間保育所等物価高騰対策支援事業」及び「介護

等福祉施設物価高騰対策支援事業」については、事業経営の安定化を図ることで、福祉

サービス提供体制の確保及び維持に寄与し、さらには利用者の費用負担増の抑制を図っ

た。 

 

 事業者を対象とした支援については、財源との兼ね合いにより、個々の事業者に対す

る支援額が少額となった施策があったものの、国や府等の支援策に重ねて実施すること

で、より効果を発揮し、非常に効果的な支援策であった。 
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3．感染予防対策、感染症の蔓延期における備え 

 

事業一覧 決算見込額 うち臨時交付金 

（7 次） ②学校園での PCR 検査の実施 1,299 千円 0 千円 

  1,299 千円 0 千円 

※ふるさと元気寄附を活用 

 

＜市民の声・反応＞ 

 

【学校園での PCR 検査の実施】 

・クラス（学校内）で罹患者が出たことへの不安の解消のために、無料で受けられる

検査の機会があってよかった。 

・受診することなく、学校で検査を受けられるので負担がなかった。 

 

＜評価・効果等＞ 

 

無症状の罹患者を早期把握することができ、感染拡大防止に繋がった他、学校休業等

に伴う感染拡大への不安を解消することができた。 
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■事業費総額と財源内訳 

 

 

＜事業費総額(決算見込)＞ 

第 7 次支援策（令和 4 年 3 月 25 日開催 第 1 回定例会） 800,077 千円 

第 8 次支援策（令和 4 年 6 月 30 日開催 第 2 回定例会） 572,843 千円 

第 9 次支援策（令和 4 年 10 月 27 日開催 第 2 回臨時会） 362,118 千円 

合計 1,735,038 千円 

 

 

＜財源内訳＞ 

地方創生 

臨時交付金 

通常分 743,103 千円 

コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分 414,505 千円 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金 366,674 千円 

その他 17,266 千円 

計 1,541,548 千円 

   
ふるさと元気寄附（新型コロナウイルス感染症に係る支援） 1,000 千円 

合計 1,542,548 千円 

※臨時交付金の「その他」については、国庫補助事業の地方負担分に応じて配分された額（58,642 千円）のうち、

地方単独事業に活用することとなった額 

 

差額の 192,490 千円については、一般財源で対応 
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■参考資料(アンケート調査) 

 

 

＜調査概要＞ 

期 間：令和 5 年 1 月～2 月 

対 象：18 歳以上の市民 3,000 人 ※無作為抽出 

回答数：1,211 人（無効票含む） 

内 容：新型コロナウイルス感染症の流行による生活への影響について、「良かった・

悪かった・どちらでもない・分からない」から選択 

 

 

＜結果＞ 

（1）「お買い物割引チケット」への満足度 

満足度 アンケート結果 構成比 

良かった 1,026 人 84.7％ 

悪かった 24 人 2.0％ 

どちらでもない 114 人 9.4％ 

分からない 42 人 3.5％ 

無回答・無効 5 人 0.4％ 

合計 1,211 人 100％ 

 

 

（2）「学校園でのＰＣＲ検査の実施」に対する満足度 

満足度 アンケート結果 構成比 

良かった 213 人 17.6％ 

悪かった 22 人 1.8％ 

どちらでもない 144 人 11.9％ 

分からない 816 人 67.4％ 

無回答・無効 16 人 1.3％ 

合計 1,211 人 100％ 
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■参考資料（第 10 次支援策） 

 

 国から追加交付された臨時交付金（1,308,837 千円）を活用し、令和 5 年度に以下

の第 10 次支援策を実施。（令和 5 年 5 月 25 日開催第 1 回臨時会） 

 

１．お買い物割引チケット事業（第 6 弾） ＜産業振興室＞ 

物価高騰対策として、市民生活の支援を行うとともに、消費喚起及び商業活性化を図

るため、全市民にお買い物割引チケット（市民 1 人あたり 2,500 円分）を配布するも

の。 

 

2．物価高騰重点支援給付金事業 ＜くらしサポート課＞ 

物価高騰による負担増を踏まえて、特に家計への影響が大きい低所得者世帯に対して、

1 世帯あたり 30,000 円を支給するもの。 

 

 

 

 

 

 

■参考資料（第 1 次から第 10 次支援策の事業費） 

 

  （単位：千円） 

 事業費 交付金 その他 一般財源 

令和 2 年度（決算） 2,332,419 1,884,351 180,086 267,982 

令和 3 年度（決算） 796,733 754,368 538 41,827 

令和 4 年度（決算見込） 1,735,038 1,541,548 1,000 192,490 

令和 5 年度（予算） 1,350,320 1,308,837 15 41,468 

合計 6,214,510 5,489,104 181,639 543,767 
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■参考資料（その他） 

  

市独自支援策とは別に、国庫補助事業の地方負担分に応じて配分された臨時交付金を

活用し、令和 4 年度に以下の事業を実施。 

 

項番 名称 概要 所管課 交付金充当額 

1 二酸化炭素排出抑

制対策事業 

2050 年カーボンニュートラルに

向けた地域の脱炭素化と経済の好

循環の実現のために、和泉市地域

脱炭素戦略（素案）を作成。 

環境保全課 2,000 千円 

2 新型コロナウイル

ス感染症セーフテ

ィネット強化事業 

自立相談支援体制の強化、住居確

保給付金の迅速な支給等の支援強

化を目的に、自立相談支援員等を

増員。 

くらしサポー

ト課 

2,240 千円 

3 地域就職氷河期世

代支援加速化事業 

雇用環境が厳しい時期に就職活動

を行った就職氷河期世代に対する

雇用を促進。 

くらしサポー

ト課 

916 千円 

4 子ども・子育て支

援事業 

感染拡大防止を目的に、公共施設

や民間保育施設等の運営に必要と

なる物品等の購入や設備を改修。 

子育て支援室 

健康づくり推

進室 

こども未来室 

5,805 千円 

5 子ども・子育て支

援事業 

相談支援等が制限されないよう

に、保健センターや子育て支援施

設等に相談支援体制のオンライン

化を実施。 

子育て支援室 

健康づくり推

進室 

232 千円 

6 学校保健特別対策

事業 

教育活動を継続していく上で感染

症対策を行い、子どもの健やかな

学びを保障するために衛生用品等

を購入。 

学校園管理室 19,722 千円 

7 保育対策総合支援

事業 

感染拡大防止を目的に、保育施設

の運営に必要となる物品等を購

入。 

学校園管理室 

こども未来室 

9,985 千円 

8 教育支援体制整備

事業 

感染拡大防止を目的に、公立幼稚

園の運営に必要となる物品等を購

入。 

学校園管理室 

こども未来室 

 

476 千円 

    41,376 千円 
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【評価】 

 

自立支援相談体制の強化によるコロナ禍で生活困窮に陥る市民への対応の円滑化、

学校園や子育て支援施設、保健センター等において、感染拡大防止に必要な物品の確

保や設備の改修、相談支援体制のオンライン化を図ること等の事業を継続するための

環境整備等、多岐にわたって必要不可欠な対策を講じる他、就職氷河期世代である４

人を就職につなげることや、2050 年カーボンニュートラルに向けた地域の脱炭素

化と経済の好循環の実現のための、和泉市地域脱炭素戦略（素案）の作成等、効果的

に取組みを進めることができた。 


